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機械で読み取るため、算用数
字で記入してください。

この用紙には災害の発生した
事業場または主に負荷があっ
たと考える事業場について記
載してください。



1

8 30 5 00

30 11,921 34

1

職種はなるべく具体的に
作業内容がわかるように
記入してください。

○あどのような場所で、○いど
のような作業をしている
ときに、○うどのような物ま
たは環境に、○えどのような
不安全または有害な状態
があって、○おどのような災
害が発生したか、○か⑦と
初診日と災害発生日が同
じ場合はその日の所定労
働時間内に通院したか、
⑦と初診日が異なる場合
はその理由を記入してく
ださい。

別紙１の「平均賃金算定内
訳」によって計算された平
均賃金額を記入します。

同一の事由により厚生年金
保険等の年金を支給され
る場合にのみ記入してくだ
さい。

複数の事業場で就業され
ている場合で、かつ特別加
入している場合に記入して
ください。

複数の事業場で就業され
ている場合、「有」に○を
つけ、事業場数を記入して
ください。ここで記入され
た事業場ごとに別紙１から
別紙３の作成が必要となり
ます。
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複数事業労働者の方は、各事
業場について「別紙1」を記
入して、提出してください。
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（賃金計算期間中に業務外の傷病
（私病）等による休業があった場合）
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様式第８号（別紙３）

①　労働保険番号（請求書に記載した事業場以外の就労先労働保険番号）

所掌

②　労働者の氏名・性別・生年月日・住所

生年月日

（昭和・平成・令和） 年 月 日

〒 －

（フリガナ住所）

（漢字住所）

③　平均賃金（内訳は別紙１のとおり）

円 銭

　雇入期間

（昭和・平成・令和） 年 月 日 年 月 日

　療養のため労働できなかつた期間

令和　 　　年　　　月　　　日　　　から　　　　年　　　月　　　日　まで 日間のうち

　賃金を受けなかつた日数（内訳は別紙２のとおり） 日

　厚生年金保険等の受給関係

（イ）基礎年金番号 （ロ）被保険者資格の取得年月日 年 月 日

（ハ）当該傷病に関して支給される年金の種類等

　 年金の種類 厚生年金保険法の　 イ　障害年金　 ロ　障害厚生年金

国民年金法の ハ　障害年金　 ニ　障害基礎年金

船員保険法の ホ　障害年金

障害等級　 級 支給されることとなつた年月日 年 月 日

基礎年金番号及び厚生年金等の年金証書の年金コード

所轄年金事務所等

上記②の者について、③から に記載されたとおりであることを証明します。

年　　　 月 日

事業の名称
電話（　　　　）　　　　－　　　　

事業場の所在地

事業主の氏名

都道府県

から

男

まで

複数事業労働者用

女

（フリガナ氏名）

（漢字氏名）

管轄

労働基準監督署長　殿

基幹番号 枝番号

 

 

 

 (  ) ― 

（複数事業労働者の場合）記　入　例

様式第8号（表面）で記入した

事業場以外の事業場の労働保

険番号を記入してください。

様式第8号（表面）で記入し

た事業場以外の事業場ごと

に、この別紙3を記入してく

ださい。

様式第8号（表面）で記入し

た事業場以外の事業場につい

て、別紙１の「平均賃金算定

内訳」によって計算された平

均賃金を記入してください。

様式第8号（表面）で記入し

た事業場以外の事業場につい

て、療養のため労働ができな

かった期間と、そのうち賃金

を受けられなかった日数を記

入してください。

事業主の証明が必要です。支

店長等が事業主の代理人とし

て選任されている場合には、

当該支店長等の証明を受けて

ください。

同一の傷病について厚生年

金保険等の年金を受給して

いる場合にのみ記入してく

ださい。

様式第8号（表面）で記入し

た事業場以外の事業場の雇用

期間を記入してください。

1 1 1 0 4 6 0 3 4 1 0 0 0 0

コウロウ　タロウ

厚労　太郎 ○　　7　 8

東京都　千代田区　霞が関1-2-2

株式会社○○興業

埼玉県熊谷市 ○ー○

代表取締役　○○二夫

5056 17

30

令和2 6 5

○○○ ○○○ ○○○○

4 1

17
17

2　 5　15 2　 5　31

現在

向島

トウキョウト チヨダク カスミガセキ

100　　8916
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